
倉敷市経営革新支援事業費補助金交付要綱 

（目的等） 

第１条 この要綱は、経営の革新を図るために新たな取組に挑戦する本市の中小企業者に対し、

その経費の一部について予算の範囲内で補助金を交付することにより、社会や経済環境の変

化に対する中小企業者の適応の円滑化を図り、もって地域産業の振興に寄与することを目的

とする。 

２ 補助金の交付に関しては、倉敷市補助金等交付規則（昭和４３年倉敷市規則第３０号）に

定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において「中小企業者」とは、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号

）第２条第１項に規定する中小企業者をいう。 

２ この要綱において「金融機関」とは、倉敷市中小企業振興資金融資等要綱（昭和４９年倉

敷市告示第１４９号）第２条第４号に規定する金融機関をいう。 

３ この要綱において「商工団体」とは、倉敷商工会議所、児島商工会議所及び玉島商工会議

所並びにつくぼ商工会及び真備船穂商工会をいう。 

４ この要綱において「経営革新計画」とは、中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８

号）第１４条第１項の規定による承認を受けた経営革新に関する計画をいう。 

５ この要綱において「小規模企業者」とは、常時使用する従業員の数が２０人（商業又はサ

ービス業（宿泊業及び娯楽業を除く。）に属する事業を主たる事業として営む者については、

５人）以下の事業者をいう。 

（交付対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「交付対象者」という。）は、次の各号

のいずれかに該当する中小企業者（別表第１に規定する取組を行おうとする場合は、小規模

企業者を除いたものに限る。）とする。 

(１) 市内に住所及び事業所を有する個人 

(２) 市内に主たる事業所を有する会社 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者については、補助金を交付し

ない。 

(１) 同一の事業に対して、本市又は他の団体から別の補助金の交付を受ける者 



(２) 市税を滞納している者 

(３) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第

２条第１項第４号若しくは第５号に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連

特殊営業又は同条第１３項に規定する接客業務受託営業を行う者 

(４) 代表者又は役員等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。

）又は同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有

する者に該当する者 

(５) 事業実施に当たって必要な許認可その他事業実施に当たって必要な関係法令上の規定

による要件を欠いている者 

(６) 前各号に掲げる者のほか、市長が補助金の目的等に照らして適当でないと認める者 

３ 前項に規定する者のほか、この要綱及び倉敷市新分野展開チャレンジ支援事業費補助金交

付要綱（令和４年倉敷市告示第１６６号）による補助金の交付を受けた中小企業者について

は、当該補助金の交付の決定を受けた日の属する年度の終了後２年間は、補助金の交付の対

象としないものとする。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、金融機関又は

商工団体の助言、指導その他の支援を受けながら行う別表第１又は別表第２に規定する事業

であって、市長が適当と認めるものとする。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業

の実施に必要な経費のうち、原材料費、技術指導受入費、共同研究費、機械装置等整備費、

知的財産権等導入費、外注費、広告宣伝費及び販売促進費並びに研修受講費であって、市長

が適当と認めるものとする。ただし、補助対象経費には、消費税、地方消費税、印紙税、登

録免許税及び公証人手数料相当額を含まない。 

２ 前項の規定にかかわらず、技術指導受入費、共同研究費及び外注費の合計額（以下「外注

費等」という。）が、補助対象経費（外注費等を除く。）の合計額を超える場合は、外注費

等のうち当該合計額を超える部分については、補助金の交付の対象としない。 

（補助金の額） 



第６条 補助金の額は、前条の規定により算定して得た補助対象経費に３分の２を乗じて得た

額（その額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とし、別表

第１又は別表第２に規定する限度額を上限とする。 

（事前審査） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、市長が別に定める期日までに、所定の事業計画

書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の事業計画書の提出があったときは、これを審査し、事業の採否を決定し、

所定の通知書により通知するものとする。 

３ 市長は、前項の審査を行うに当たり、専門的知識を有する者の意見を聴くことができる。 

（交付申請） 

第８条 前条第２項の規定による審査により事業が採用された者は、市長が別に定める期日ま

でに、所定の交付申請書を市長に提出しなければならない。 

（補助対象事業の着手時期） 

第９条 補助対象事業の着手時期は、次条の規定による交付決定のあった日以後でなければな

らない。ただし、市長において補助対象事業の性質その他の事情によりやむを得ない理由が

あると認めるときは、この限りでない。 

２ 前項ただし書の規定により補助金の交付を受けようとする者は、前条の交付申請書に、所

定の事前着手理由書を添付しなければならない。 

（交付決定） 

第１０条 市長は、第８条の交付申請書の提出があったときは、これを審査し、補助金の交付

の適否を決定し、所定の通知書により通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による決定に当たり、補助金の交付の目的を達成するため必要がある

ときは、条件を付すことができる。 

（申請の取下げ） 

第１１条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、交付の決定の

通知の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、当該通知を受けた日から起算して

２０日以内に、当該交付申請を取り下げることができる。 

（補助対象事業の内容の変更） 

第１２条 補助事業者は、補助対象事業の内容を変更しようとするときは、あらかじめ、所定



の変更承認申請書を市長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、補助対象事

業の目的の達成に支障を来すことなく、かつ、事業の能率低下をもたらさない軽微な内容変

更であると市長が認める場合は、この限りでない。 

２ 市長は、前項の承認を行うに当たっては、必要な条件を付すことができる。 

（補助対象事業の中止又は廃止） 

第１３条 補助事業者は、補助対象事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、

所定の中止（廃止）承認申請書を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（補助対象事業遅延等の報告） 

第１４条 補助事業者は、補助対象事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれ

るとき、又は補助対象事業の遂行が困難になったときは、速やかに所定の遅延等報告書を市

長に提出し、その指示を受けなければならない。 

（実績報告） 

第１５条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、その日から起算して３０日を経過

した日又は３月２０日（閉庁日の場合は、その日後において最も近い開庁日）のいずれか早

い日までに、所定の実績報告書を市長に提出しなければならない。 

（補助金の額の確定等） 

第１６条 市長は、前条の実績報告書の提出があったときは、これを審査し、補助金の交付決

定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、

所定の確定通知書により通知するものとする。 

（補助金の支払） 

第１７条 市長は、前条の規定による補助金の額の確定後、補助事業者の請求により補助金を

支払うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長において補助金の交付の目的を達成するため特に必要があ

ると認めるときは、補助金の概算払又は前金払をすることができる。 

（交付決定の取消し等） 

第１８条 市長は、補助事業者が偽りその他不正な手段により補助金の交付の決定を受けたと

認めるときは、補助金の交付決定を取り消し、又は既に交付した補助金について期限を定め

てその全部又は一部の返還を命じるものとする。 

（財産の処分及び管理） 



第１９条 補助事業者は、補助対象事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年を経過す

る日以前に、補助金により取得し、又は効用が増加した財産を処分しようとするときは、あ

らかじめ、所定の財産処分承認申請書を市長に提出し、その承認を受けなければならない。

ただし、当該財産の取得価格又は効用の増加価格が５０万円未満のものは、この限りでない。 

２ 市長は、前項の承認をした補助事業者に対し、当該承認に係る財産を補助事業者が処分し

たことにより、当該補助事業者に収入があったときは、交付した補助金の全部又は一部に相

当する金額を返還させることができる。 

３ 補助事業者は、補助対象事業が完了した後も、補助金により取得し、又は効用が増加した

財産を善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従ってその効

果的運用を図らなければならない。 

（補助対象事業の事業化等） 

第２０条 補助事業者は、補助対象事業の事業化又はその利用（以下「事業化等」という。）

に努めなければならない。 

２ 補助事業者は、補助対象事業の完了した日の属する会計年度の翌年度において、市長が別

に定める期日までに、当該補助対象事業の事業化等状況について、所定の報告書により市長

に報告しなければならない。 

（協力及び情報の公表） 

第２１条 補助事業者は、市長がその成果を調査し、公表し、又は普及を図るときは、これに

協力するものとする。 

２ 市長は、補助事業者の氏名又は名称並びに補助対象事業の取組内容及び成果について、補

助事業者の協力を得て、地域産業振興策の実例として公表することができる。 

（補助金の経理等） 

第２２条 補助事業者は、補助金に係る経理についての収支の事実を明確にした証拠書類を整

理し、かつ、これらの書類を補助対象事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保

存しなければならない。 

（その他） 

第２３条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 



別表第１（第３条、第４条、第６条関係） 

補助対象事業 経営の革新を図るために行う次に掲げる取組 

 (１) 新商品の開発又は生産 

 (２) 新役務の開発又は提供 

 (３) 技術に関する研究開発 

限度額 ２００万円 

別表第２（第３条、第４条、第６条関係） 

補助対象事業 経営革新計画（計画期間が第８条の交付申請のあった日の属する年度

を含むものに限る。）に基づいた取組 

限度額 １００万円 

 


